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•バイオマス熱利用
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エネルギー供給 ～主要な対策と施策～
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削減効果以外の便益 •エネルギーの分散化による災害時危機管理対応能力の向上
•地域の特性に応じた再生可能エネルギーの導入による産業振興
•身近な発電施設の新設による環境教育・エネルギー教育教材の充実 など

主な対策と導入量及び削減効果

対
策
実
現
の
た
め
の

主
な
施
策

• 事業投資を促す水準での固定価格買取

• 再生可能熱（太陽熱、バイオマス熱）のグリーン証書化

• 太陽熱利用・太陽光発電など、大規模施設における導入検討の義務化

• 地域の人材、資源、市民資金などを活用した再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ事業体の設立と運営による地域活性化・地域振興

• 地域間連系線の増強、系統へのエネルギー貯蔵システム

• 安全の確保を大前提とした原子力発電の新増設、稼働率向上

• キャップ・アンド・トレード方式による国内排出量取引制度を通じたエネルギーの低炭素化等の促進

• 地球温暖化対策税の導入
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2010 2020 20501990

再生可能エネルギー
導入量

再生可能エネルギーの普及基盤を確立するための支援

◆再生可能エネルギー
技術の開発等

行

程

表

2012 2015 2030

制度設計

再生可能熱のグリーン証書化

◆固定価格買取制度など
による経済的措置等

開発適地調査・FS等への助成

安定したバイオ燃料供給体制の確立

バイオ燃料に対する税制優遇などの経済的支援措置

2005

リース等による家庭・事業者の初期負担軽減

再生可能エネルギー
の導入義務化

太陽熱利用・太陽光発電など大規模施設における導入検討の義務化 導入の義務化（グリーンオブリゲーション）

住宅・建築物の設計の確立、施工の人材育成
既築の住宅・建築物に容易に設置可能
なアタッチメントの規格の検討・統一

電力

◆再生可能エネ事業の金
融リスク・負担の軽減

地域金融機関等を活用した資金調達の検討 各地域のニーズに応じた資金調達方法の確立

熱計量技術の開発、最適な補助熱源との組合せを消費者が選択可能な仕組みの構築

公的機関による債務保証

熱

プロジェクトファイナンス評価方法検討 各地域の特性を踏まえた評価システムの確立

◆関連情報の整備 ポテンシャル・開発適地及び不適地（ゾーニング）情報の整備

再生可能エネルギー普及に向けた行動計画の策定と進捗状況点検による見直し

再生可能エネルギー統計の整備

燃料

導
入
目
標

52温室効果ガス排出量を削減するための対策を推進するための施策 左記の施策を導入するために予め行っておくべき施策
* 2011年度から実施される地球温暖化対策税による税収等を活用し、上記の対策・施策を強化。

自然環境、地域環境・社会等に適した技術の開発

革新的技術・未利用エネルギー技術の開発、実証実験の実施、実用化の加速

洋上風力発電、波力発電、地中熱利用、温泉熱利用など

地熱坑井の傾斜掘削技術、環境に配慮した施設設計、風力発電のバードストライク防止技術、
第二世代バイオ燃料技術、地域社会に受け入れられるデザイン・意匠など

再生可能エネルギーの一次エネルギー供給に
占める割合は5％
再生可能エネルギー導入量2,900万kL

再生可能エネルギーの一次エネ
ルギー再生可能エネルギーの一
次エネルギー供給に占める割合
を10％以上に拡大

再生可能エネルギー導入
量を1.4～1.6億kLに拡大

共通

（※事業用発電に対してはIRR（内部収益率）8%の水準）

事業投資※を促す水準での固定価格買取
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行

程

表

2012 2015 2030

普及啓発活動による国民の認知度向上◆社会的受容性・認知
度の向上

地域環境影響に関する情報開示制度

◆関連法規の見直し等

関連諸法規の要件・運用見直し、新技術の早期規格化

総合特区活用によるモデル事業

電気事業法など、高濃度バイオ燃料の早期規格化など

水利権など

地熱利用のモニタリングデータ開示、ゾーニング情報の公開等

自主的導入の促進、利用への理解の醸成

制度設計

中小水力発電、地熱・バイオマス、バイオ燃料利用など

関連権利の調整

施工業者の登録・資格制度の導入、維持管理の義務付け

住宅・建築物向け再生可能エネルギー利用機器の販路拡大支援

再生可能エネルギーと
親和的な社会システム
の構築

住宅新改築時のアドバイス実施再生可能エネルギー
導入アドバイザーの
養成、ツール開発 再生可能エネルギー機器・省エネ機器の最適組み合わせ等の情報提供

自主的導入の促進の
ための方策

利用への理解の醸成
のための方策

地域の人材、資源、市民資金などを活用した
再生可能エネルギー事業体の設立と運営による
地域活性化・地域振興
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温室効果ガス排出量を削減するための対策を推進するための施策 左記の施策を導入するために予め行っておくべき施策

*2011年度から実施される地球温暖化対策税による税収等を活用し、上記の対策・施策を強化。

再生可能エネルギーの普及段階に応じた社会システムの変革のための施策

◆地域の特性を生かし
た再生可能エネル
ギーの導入

再生可能エネルギーの率先導入、独自の支援策の実施、地域社会の仕組みづくり

まちづくりや地域振興のための再生可能エネルギー活用

都道府県、政令
指定都市など

市区町村など

キャップ・アンド・トレード方式による国内排出量取引制度を通じた再生可能エネルギーの普及促進

地球温暖化対策税の導入による再生可能エネルギーの普及促進

太陽光発電等設置・運用事業者の公募等による公共施設への導入促進

地域の特性に応じたビジネスモデル検討

市民風車や大口需要家の地方誘致など

地域の再生可能エネルギー導入専門家の養成



再生可能電力優先接続
に関する制度整備

エネルギー供給 ～ロードマップ（エネルギー供給インフラ）～

2010 2020 20501990

◆次世代送配電ネッ
トワークの検討

◆スマートグリッド
の整備、進化

2012 2015 2030

再生可能電力出力予測・
性能評価の確立

◆既存電力系統シス
テム上での対策

既存インフラ（揚水発電・地域間連系線等）運用の見直し

局所的対策の実施（配電トランスの設置、電圧調整装置の設置）

◆再生可能エネル
ギーの大量導入に
向けた制度整備

配電電圧の昇圧

電力料金による間接制御の導入

地域間連系線の新設・増強、エネルギー貯蔵システムの整備

スマートメーター・気象情報と連動したエネルギーマネジメント装置の導入、
需要家設備（ヒートポンプ、電気自動車等）への協調制御機能の導入

再生可能電力設備への集中制御型
エネルギー貯蔵システム整備

気象情報・再生可能電力
出力の多地点計測体制の確立

日本発スマートグリッドの海外展開

◆バイオ燃料供給イ
ンフラ

◆水素供給インフラ 技術開発水準を考慮した水素供給構想の検討

ゼロカーボン電源
の実現

スマートメーター
の導入率80％以上

日本版スマートグ
リッド普及率100％

◆ガス供給インフラ 天然ガスパイプラインの整備、都市ガスインフラのバイオガス注入、熱と電気が有効活用できる
スマートエネルギーネットワークの活用のための支援、導入検討の義務化、導入の義務化

再生可能エネルギー・需要家と系統との
新たな協調制御の実現

バイオ燃料生産・製造のための経済的支援

既存の燃料流通インフラの高濃度バイオ燃料対応化のための経済的支援

電力安定供給の担い手の多様化に応じた
制度設計

送電線、調整用電源等の新設計画

既存インフラを最大限
利用した再生可能電力
大量導入への対応

電力のビジネスモデルの進化
（電力会社の売上・利益と電力販売量のデカップリング）

導
入
目
標

エネルギー供給
インフラ
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次世代のエネルギー供給インフラの整備の推進

行

程

表

温室効果ガス排出量を削減するための対策を推進するための施策 左記の施策を導入するために予め行っておくべき施策
* 2011年度から実施される地球温暖化対策税による税収等を活用し、上記の対策・施策を強化。

低
炭
素
型
の
総
合
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
シ
ス
テ
ム
の
確
立

需要家の省エネ支援に対する
電力会社へのインセンティブ付与

◆次世代供給インフ
ラ整備のためのイ
ンセンティブ付与

地球温暖化対策税導入による次世代のエネルギー供給インフラの整備の促進

電

力

系

統

電
力
系
統
以
外

共
通

次世代送配電ネットワークの
イメージ検討・合意形成

「スマートグリッド」
の確立・展開

キャップ・アンド・トレード方式の導入による次世代のエネルギー供給インフラの整備




